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［第１号議案］ 令和７年度事業計画 

 

 

主要事業計画の概要（詳細は各項目を参照） 

 

(1) 教員研修・研究 

 ① 研修事業については、文部科学省の教育研修活動費補助金を受けて実施する、専修

学校教員を対象とした管理者・中堅教職員・新任教職員等の職位別に必要とされるテ

ーマに関する研修会、質保証に関する専門的人材の養成、留学生受け入れ体制の充実

等を目的とする研修会を実施する。  

キャリア・サポート事業では、例年のキャリア・サポーター養成講座を実施予定。 

 ② 研究事業については、中堅教職員研修会等の精査・改善を行う。 

 

(2)  認定、表彰、評価・認証 

 ① 認定事業については、新任教員研修、准教員研修、キャリア・サポーター養成講座

等の修了者のうち、認定資格を満たす者について認定を行い、認定証を交付する。  

 ② 表彰事業については、都道府県支部を通じて申請が出された教職員及び学生・生徒

に対して表彰状を授与する。  

 ③ 評価・認証事業については、教育機関に対する評価・認証制度等を検討するととも

に、評価又は審査等を担う人材への情報提供等を実施する。  

 

(3) 検定 

① 「文部科学省後援情報検定（Ｊ検）」及び「文部科学省後援ビジネス能力検定（Ｂ

検）ジョブパス」を実施する。  

② 中央試験委員会のもと、Ｊ検及びＢ検に関連する各種事業を展開する。  

 

(4) 保険 

保険事業については、各種保険制度の普及促進を行う。また、教職員新補償制度とリ

スク評価対応型火災保険についても一層の内容充実を図る。 

ＴＣＥ財団が運営している保険事業とともにキャリア教育共済協同組合が行う共済

制度と合わせ学生・生徒に安心して学べる環境構築に資する情報を提供する。  

 

(5) 出版・広報 

① 「全国専修学校総覧」、「アクティブ・ラーニング型キャリア教育ワークブック『未

来ノート』」の発行と広報活動を行う。  

② 「職業キャリア教育（FACE）」（大阪府以外を TCE 財団版として）を発行する。 

③ 広報事業については、ホームページの運営及び広報誌の発行等により、ＴＣＥ財団

が実施する各事業等に関する情報発信を行う。 
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Ⅰ．会議の開催 

 

１．理事会・評議員会 

①令和６年度事業報告及び決算等を予定議題とする理事会を以下の日程で開催する。 

○理事会開催日 ：令和７年６月１１日 
 ②令和６年度事業報告及び決算等を予定議題とする評議員会を以下の日程で開催する。 

○評議員会開催日 ：令和７年６月２６日 
③令和７年度事業の中間報告等を予定議題とする理事会を以下の日程で開催する。 

○理事会開催日 ：令和７年１０月（未定） 

④令和８年度事業計画及び予算等を予定議題とする理事会・評議員会を以下の日程で合

同開催する。 
○理事会・評議員会合同開催日 ：令和８年３月（未定） 

 
２．常務理事会・正副理事長会議 

 

(1) 常務理事会 

  必要に応じ開催する。 

(2) 正副理事長会議 

  必要に応じ開催する。 

 

３．委員会 

 

(1) 研究研修事業中央委員会（研修中央委員会） 

令和７年度の研究研修事業を統括し、円滑かつ効果的な事業実施に努める。 
また、文部科学省教育研修活動費補助金の動向を踏まえて、令和８年度以降の研究研

修事業の方針を検討し、計画を立案する。 
なお、キャリア・サポート事業・中堅教職員研修事業推進のため、研修中央委員会の

下にキャリア・サポート事業運営委員会と中堅教職員研修事業開発・運営等委員会を設

置する。 
 

① キャリア・サポート事業運営委員会 

キャリア・サポート事業の普及・促進のため、以下の事業を行う。 
ⅰ.キャリア・サポーター養成講座の開催及び受講修了者の認定審査。 
ⅱ.都道府県支部・学校法人等によるキャリア・サポーター養成講座の実施計画の審

査・承認及び受講修了者の認定審査。 
ⅲ.キャリア・サポーター等に必要な研修の調査・研究。 

 
② 中堅教職員研修事業開発・運営等委員会 

中堅教員研修事業等の普及・促進のため、以下の事業を行う。 
ⅰ.中堅教員等に必要な各種研修の研究・開発。 
ⅱ.中堅教員研修等を他団体と連携して実施する体制の整備。 
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(2) 保険事業運営委員会 

 教職員及び学生・生徒のための保険事業を円滑に運営し推進するための委員会を開催

し、保険事業の内容充実と制度拡充、都道府県支部との連携強化、制度普及と加入促進

等の具体的施策の検討を行う。  

 

(3) 中央試験委員会 

 情報検定（Ｊ検）及びビジネス能力検定（Ｂ検）ジョブパスの普及広報施策や効率的

かつ安定的な運営を行うための事業戦略を検討する。  

 

(4) 評価・認証事業運営委員会 

  教育機関に対する評価・認証制度等の検討をするとともに、教育機関内での評価又は

外部評価等の活動を担う、または担う予定の人材への情報提供を実施する。  

 

Ⅱ．教員研修・研究 

研究研修事業中央委員会の計画に基づき、以下の事業を実施する。  

 

１．校長・教頭研修 

専修学校の校長、教頭及びこれに類する者を対象とし、今後の専修学校が直面する諸

課題等について以下の研修を行う。  

 

(1) 管理者研修会（国庫補助事業） 

専修学校制度に関する法令等の改正、また専修学校教育に関わる各種情報等を周知す

るための研修会を全専各連・全専協と共催でオンラインにて実施する。 

 

(2) 専門学校の教育訓練・運営に係る内部質保証人材の養成講習（国庫補助事業） 

専門学校が自己評価と評価結果の公表という社会的責任を積極的に果たす取り組み

を促進するため、平成２５年３月文部科学省策定「専修学校における学校評価ガイドラ

イン」及び文部科学省委託事業の成果等を踏まえ、「ＮＰＯ法人職業教育評価機構の評

価基準」並びに「国際規格 ISO29993:2017（公式教育外の学習サービス-サービス要求事

項）」及び「国際規格 ISO21001：2018（教育機関のマネジメントシステム-要求事項及び

使用の手引き）」という専門学校の職業教育を取り巻く評価制度等を参考にして、専門

学校内で教育訓練・運営の質保証を中核的に担う評価人材を養成するための講習を、全

専協等と共催でオンラインにて実施する。 

 

２．指導教員研修（国庫補助事業） 

専修学校教育において、後進の指導等を含め、専修学校教育の振興に尽力することが

期待される中核的・専門的な役割を担う中堅教職員の育成を目的とした「中堅教職員研

修会」全８科目のカリキュラムのうち、指導教員研修の該当科目は「専修学校教職員の

キャリアデザインワークショップ（これからの専修学校を担う自立型教員育成研修）」、

「新任指導力」（メンタリング）」の２科目である。令和７年度はこれまでの開催回数や

受講者数を踏まえ、指導教員研修の２科目は行わず、「中堅教職員研修会」のうち専修

学校教員研究協議会事業に該当する６科目の中から３科目の開催とする。 
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３．新任教員研修 

 

(1) 新任教員研修（国庫補助事業） 

専修学校教育における原理原則を実践的に学ぶためのカリキュラムに基づき、新任教

職員等に対し、専修学校教職員として必要な基礎的知識を身につけさせ、今後の専修学

校教育を担う人材を育成することを目的として実施する。 

実施にあたっては、都道府県支部の協力を得る。 

 

(2) 事務担当者会議 

新任教員研修会の研修科目の高度化を図るとともに、ＴＣＥ財団の諸事業及び全専各

連の活動に関する情報伝達、意見交換を行い、組織の活性化及び事務の円滑化を目的と

する事務担当者会議を全専各連と共催で対面にて実施する。 

○開催日 令和７年４月１８日（金） 

  ○会 場  東京・アルカディア市ヶ谷 

 

４．専修学校教員国内派遣研修事業（国庫補助事業） 

専修学校の教員を国内の教育機関又は研究機関等へ派遣し、専修学校教育に関し必要

な知識や技術を研修させ、その資質の向上を図ることを目的とした事業。今年度は応募

がなかったため本事業は行わない。  

 

５．専修学校教員研究奨励事業（国庫補助事業） 

専修学校教員の研究活動を推進・奨励し、広く専修学校教育の質的向上、内容充実に資

することを目的とした事業。採択にあたっての審査は研究研修事業中央委員会が行い、成

果は「研究紀要」としてまとめる。今年度は「専修学校専門課程における学生支援の実践

と課題-A 校学生サポートチームの事例を参考にして -」をテーマに実施する。  

 

６．専修学校教育内容等改善研究協力校事業（国庫補助事業） 

専修学校の教育内容等に関する調査・研究のため、関係者・有識者の協力を得て専修学

校における今後の教育の質向上等に資する研究を行う。令和７年度は「実証講座（教育・

指導力向上）の結果分析」、「中堅教職員研修会終了後の追跡調査アンケート」、「研修会終

了後の受講者アンケート内容改善」、「キャリアデザインワークショップ及びキャリア・サ

ポーター養成講座の受講者と未来ノート購入者の相関関係の分析」をテーマに実施し、研

修会の精査・改善を図る。  

 

７．専修学校教員研究協議会事業（国庫補助事業） 

今後の専修学校教員の資質向上を目的として、専修学校が直面する課題等に関する研

究及び協議を行う。令和７年度の事業内容は、「専門学校留学生担当者研修会」及び「中

堅教職員研修会」とする。なお、中堅教職員研修会の実施予定科目は「リスクマネジメ

ント（クレーム対応）」、「能動的学修（職業人としての汎用的能力を養うアクティブ・

ラーニングの体験学習）」、「教育・指導力向上（ファシリテーションの効果を実感する

体験学習）」の３科目とする。なお、令和６年度にカリキュラムの改善を図った「教育・

指導力向上（ファシリテーションの効果を実感する体験学習）」は実証講座として開催

する。 
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８．キャリア・サポート関連事業 

キャリア・サポート事業運営委員会のもと、学生・生徒のキャリア形成を側面から支

援する「キャリア・サポーター」の養成を目的とした講座を東京会場で開催するほか、

職業教育・キャリア教育機関が実施する同講座への講師紹介とカリキュラムの提供等を

行う。 

受講対象者は、キャリア・サポート・マインドを培うことを目的に受講を希望する者。 

 

Ⅲ．認定、表彰、評価・認証 

 

１．教員認定・准教員認定 

新任教員研修及び准教員研修の修了者のうち、認定資格を満たす者について認定を行い、

認定証を交付する。  

 

２．キャリア・サポーター認定 

ＴＣＥ財団及び職業教育・キャリア教育関連機関が実施するキャリア・サポーター養成

講座の修了者についてキャリア・サポーターの認定審査を行い、認定要件を満たす者に対

して認定証を交付する。 

 

３．教職員及び学習者等表彰 

 表彰規程に基づき、都道府県支部を通じて申請が出された教職員及び学習者、その他必

要とする者に対して表彰状を授与する。  

 

Ⅳ．検定 

中央試験委員会を中心に、情報検定（Ｊ検）及びビジネス能力検定（Ｂ検）ジョブパス

の効率的かつ安定的な運営を行う。また事業収益の改善に向け、都道府県協会等役員校を

はじめ、既存団体、新規団体、離脱団体への普及広報活動を強化するとともに、広域的な

試験会場確保や、試験サービスの充実を図る。 

 

１．情報検定（Ｊ検） 

情報社会の進展及び多様化する情報教育に対応し、情報活用試験は６月・１２月に、情

報システム試験は９月・２月に「ペーパー方式」の試験を実施する。  

また、CBT 方式は全試験、全科目を通年実施する。  

 

 (1) 試験日程 

「文部科学省後援情報検定」 

① ペーパー方式 前期試験 

情報活用試験    検定実施日  令和７年 ６月１５日（日） 

（３級、２級、１級）  

       情報システム試験  検定実施日  令和７年 ９月１４日（日） 

       （基本スキル、プログラミングスキル、システムデザインスキル、 

システムエンジニア認定、プログラマ認定）  
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②  ペーパー方式 後期試験 

情報活用試験    検定実施日  令和７年１２月２１日（日） 

（３級、２級、１級）  

 情報システム試験  検定実施日  令和８年 ２月８日（日）  

       （基本スキル、プログラミングスキル、システムデザインスキル、 

システムエンジニア認定、プログラマ認定） 

  ③ CBT方式 検定実施日 通年 

       情報活用試験（３級、２級、１級） 

       情報システム試験 

（基本スキル、プログラミングスキル、システムデザインスキル、 

システムエンジニア認定、プログラマ認定） 

       情報デザイン試験（初級、上級） 

 

(2) 専門委員会及び試験問題評価会議、運営会議 

試験問題作成・試験実施に関わる総括や成績判定等を円滑に行うため、必要に応じて

専門委員会を開催する。また専門委員会の下に評価会議と運営会議を設置する。評価会

議は、問題素案作成のチェック機能としての役割を担う。運営会議は、既存団体や新規

団体への各種普及施策立案を行うとともに、出題範囲や内容面について、今後の方向性

を検討する。 

 

 

(3) テキスト及び問題集の発行 

①情報活用試験２級テキスト        １，９８０円（税込）  

②情報活用試験３級テキスト             １，３２０円（税込）  

  ※上記書籍①～②の販売取り扱いは実教出版株式会社とする。  

③情報活用試験１・２級テキスト               ２，２００円（税込） 

④情報活用試験３級テキスト           １，６５０円（税込） 

⑤情報システム試験テキスト            ２，８６０円（税込）  

⑥情報デザイン試験テキスト           ２，４２０円（税込） 

※上記書籍③～⑥の販売取り扱いは株式会社日本能率協会マネジメントセンターとす

る。 

 

 (4) 広報活動 

  利便性の高い CBT 方式と全国一斉実施のペーパー方式について各学校・分野の特性

を踏まえた導入方法を提案していく。また導入事例の参考となるような受験団体の声を

ホームページに掲載し充実させて効果的な広報活動を展開する。既存団体との関係強化

や新規団体獲得に向け、学校訪問や電話やメールなど対面以外の方法でも広報活動を行

う。 

   

２．ビジネス能力検定（Ｂ検）ジョブパス 

ペーパー方式の試験形式に加え、試験日時を自由に設定できる CBT 方式を含め、専

門委員会が中心となり、制度の普及や広報を積極的に行う。 
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 (1) 試験日程 

「文部科学省後援ビジネス能力検定ジョブパス」 

① ペーパー方式 ２級、３級 

前期検定実施日  令和７年 ７月６日（日） 

  後期検定実施日  令和７年１２月７日（日）  

② CBT 方式 １級 

前期検定実施期間 令和７年 ９月６日（土）～  １４日（日） 

  後期検定実施期間 令和８年 ２月７日（土）～ １５日（日） 

 CBT 方式 ２級、３級   検定実施日 通年 

 

(2) 専門委員会及び試験問題評価会議、運営会議 

専門委員会は、検定試験問題の検証、その他検定実施に関わる課題への対応や成績判

定等を円滑に行う。また専門委員会の下に試験問題評価会議と運営会議を設置する。試

験問題評価会議は、問題素案作成のチェック機能としての役割を担う。運営会議は、既

存団体や新規団体への各種普及施策立案を行い、受験団体への啓発等を目的とした各種

プログラムを構築する。 

 

(3) テキスト及び問題集の発行 

 「２０２５年版Ｂ検テキスト、問題集」を刊行する。販売取り扱いは従来どおり、株

式会社日本能率協会マネジメントセンターとする。  

① ３級テキスト           ２，２００円（税込） 

② ３級テキスト（留学生向けルビ版） ２，５３０円（税込） 

③ ２級テキスト           ２，２００円（税込） 

④ ３級問題集            １，４３０円（税込） 

⑤ ２級問題集            １，６５０円（税込） 

⑥ １級問題集            １，９８０円（税込） 

 

(4) 広報活動 

CBT 方式の利便性を周知し、ペーパー方式と組み合わせたカリキュラムの多様化を各

教育機関へ訴求する。また受験団体の活用事例をホームページや広報誌に掲載して、効

率的に広報活動を行うほか、学校訪問や電話やメールなど対面以外の方法でも活動を行

う。 

 

Ⅴ．保険  

 保険事業運営委員会のもと、学生・生徒災害傷害保険については、各種保険制度の普及

促進を行うとともに、教職員新補償制度とリスク評価対応型火災保険の内容充実を図る。 

また、保険制度内容の充実と全国の専修学校等へのパンフレット送付、研修会等におけ

る保険案内、都道府県支部の協力を得た各保険事業の加入促進活動を積極的に行う。なお、

学校賠償責任保険および学校賠償責任保険フルカバーについて、健全な制度運営を行うた

め、令和７年４月から保険料の改定を行う。  

学生・生徒災害傷害保険等は、東京海上日動火災保険株式会社を幹事会社に、三井住友

海上火災保険株式会社、損害保険ジャパン株式会社の３社による共同保険制度。取扱代理

店は株式会社第一成和事務所。  

教職員新補償制度とリスク評価対応型火災保険の引受保険会社は、Chubb 損害保険株式

voc26666
テキスト ボックス
7



会社と日新火災海上保険株式会社、三井住友海上火災保険株式会社。認定事務局は株式会

社ジャパン・プロテクト・システムズ。  

 

１．学生・生徒災害傷害保険 

 学校管理下の学生・生徒の事故への補償を行う制度。令和６年度の加入者総数２０７，

２６５人、加入校総数１，４３１校。 

 

２．留学生補償保険 

 留学生のリスクとなる怪我・病気に加え賠償にも対応する２４時間補償の保険制度。平

成２９年度より開始し、「基本タイプ」と「拡充タイプ」の２種類。令和６年度の加入者総

数９，６２７人、加入校総数１０１校（内訳：基本タイプ９,２２０人、９０校・拡充タイ

プ４０７人、１１校）。 

   

３．インターンシップ活動賠償責任保険 

 学生がインターンシップ活動中に、他人に怪我を負わせたり、他人の財物を壊してしま

ったりした場合に備えた賠償責任保険制度。令和６年度の加入者総数８７，７９５人、加

入校総数７１７校。 

 

４．学校賠償責任保険 

 学校側の過失によって、学生・生徒等に対する賠償事故が発生し損害賠償責任を負った

場合に備える保険制度。「基本タイプ」と「拡充タイプ」の２種類。「拡充タイプ」では、

他人からの預かりもの（衣類、ペット、機械等）についても補償する。令和６年度の加入

校総数は７０６校（内訳：基本タイプ６２２校、拡充タイプ８４校）。 

 

５．学校賠償責任保険フルカバー 

 ４.学校賠償責任保険「拡充タイプ」の補償に加え、出題、採点ミス、いじめ等のリスク

の賠償にも対応する保険制度。令和６年度の加入校総数は１１０校。 

 

６．医療分野学生生徒賠償責任保険 

 医療分野の学生・生徒の正課及び学校行事として行われる学校管理下（インターンシッ

プ活動中を含む。）の医療関連実習中の賠償事故を補償する保険制度。令和６年度の加入者

総数３１，９７２人、加入校総数は２３１校。 

 

７．個人情報漏えい保険・サイバーリスク保険 

 個人情報の漏えいに起因して学校が法律上の賠償責任を負った場合に備える費用と、事

故への対応に支出した各種費用に対応する保険制度。令和６年度の加入校総数２３９校（内

訳：個人情報漏えい保険２３３校、サイバーリスク保険６校）。 

 

８．役員賠償責任保険 

 私立学校法改正にともない、役員個人が賠償請求を受けた場合、当該役員個人が賠償責

任を負うこととなったことを受けて、令和２年度から創設した保険制度。令和６年度の加

入法人総数１４２法人。 
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９．教職員新補償制度とリスク評価対応型火災保険 

 常勤及び非常勤職員の業務従事中のケガ・特定疾病又は損害賠償責任等を補償する教職

員新補償制度と被災従業員等からの損害賠償請求を支払う使用者賠償責任保険、及び学校

施設の独自リスク評価によりコスト割引を実現するリスク評価対応型火災保険への加入を

推進する。 

 

１０．キャリア教育共済協同組合との連携 

 平成２８年に設立されたキャリア教育共済協同組合と連携し、キャリア教育・職業教育

特有のリスクへの対処を強化しより一層、学生・生徒の安心・安全な環境の推進に寄与す

る。特に、基幹的な保険制度である学生・生徒災害傷害保険を補完する「学生・生徒２４

時間共済」等の普及に係る情報の提供を推進する。  

 

Ⅵ．出版・広報 

 

１．全国専修学校総覧  

 全国の専修学校全てを網羅した進路指導資料として、令和８年版を令和７年９月に刊行

し、全国の高等学校や関係方面に無償配布する。  

 

２．キャリア教育教材「アクティブ・ラーニング型キャリア教育ワークブック『未来ノー

ト』」 

 （株）図書文化社による委託販売を行っている教育教材「アクティブ・ラーニング型キ

ャリア教育ワークブック『未来ノート』」の販売を促進する。  

 

３．「職業キャリア教育（FACE）」 

 主に後期中等教育機関を対象に、「職業キャリア教育（FACE）」（大阪府以外を TCE 財

団版として）を発行する。  

 

４．ホームページによる情報提供 

 ホームページを活用した積極的な情報提供とともに各事業の案内・結果報告等を行う。 
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収支予算書
令和 7年 4月 1日から令和 8年 3月31日まで

一般財団法人 職業教育・キャリア教育財団

（単位：円）

科 目 予算額 前年度予算額 増 減

Ⅰ  一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

(1) 経常収益

基本財産運用益            10,000[ ]            10,000[ ]                 0[ ]

基本財産受取利息            10,000            10,000                 0

事業収益       175,360,000[ ]       172,850,000[ ]         2,510,000[ ]

受取研修受講料等         9,760,000         9,520,000           240,000

受取認定料         6,510,000         6,060,000           450,000

Ｊ検受取受験料        85,120,000        78,220,000         6,900,000

Ｂ検受取受験料        69,950,000        78,950,000 △      9,000,000

受取キャリア教育事業         4,020,000           100,000         3,920,000

受取補助金等         8,380,000[ ]         8,380,000[ ]                 0[ ]

受取国庫補助金         8,380,000         8,380,000                 0

受取寄付金        15,820,000[ ]        16,650,000[ ] △        830,000[ ]

受取総覧配布協力金        15,820,000        16,650,000 △        830,000

受取事務手数料        40,860,000[ ]        42,410,000[ ] △      1,550,000[ ]

受取保険事務手数料        32,610,000        33,190,000 △        580,000

Ｊ検受取事務手数料         1,250,000         1,220,000            30,000

Ｂ検受取事務手数料         7,000,000         8,000,000 △      1,000,000

受取広告料        13,810,000[ ]        13,310,000[ ]           500,000[ ]

受取広告料           960,000           960,000                 0

Ｊ検受取広告料         7,500,000         7,000,000           500,000

Ｂ検受取広告料         5,350,000         5,350,000                 0

雑収益         7,010,000[ ]         4,410,000[ ]         2,600,000[ ]

賞与引当金戻入額         7,000,000         4,400,000         2,600,000

受取利息            10,000            10,000                 0

経常収益計       261,250,000       258,020,000         3,230,000

(2) 経常費用

事業費       252,798,000[ ]       256,180,000[ ] △      3,382,000[ ]

会議運営費           530,000           600,000 △         70,000

研修研究費        17,680,000        17,630,000            50,000

調査広報活動費           350,000           410,000 △         60,000

認定費           950,000           960,000 △         10,000

Ｊ検試験運営費        45,220,000        46,090,000 △        870,000

Ｊ検普及広報費         8,520,000         8,730,000 △        210,000

Ｂ検試験運営費        42,730,000        45,270,000 △      2,540,000

Ｂ検普及広報費         9,730,000         9,950,000 △        220,000

教材事業費         2,060,000           100,000         1,960,000

総覧発行費        10,350,000         9,300,000         1,050,000

保険事務委託費        12,450,000        13,150,000 △        700,000

給料手当        55,930,000        56,400,000 △        470,000

雑給         4,042,000         4,700,000 △        658,000

退職給付引当金繰入         5,076,000         5,076,000                 0

法定福利費        10,622,000        10,904,000 △        282,000

福利厚生費         1,034,000         1,128,000 △         94,000

旅費交通費         1,974,000         2,162,000 △        188,000

通信運搬費           564,000           752,000 △        188,000

減価償却費           564,000         1,034,000 △        470,000

消耗品費         1,128,000           940,000           188,000

新聞図書費            94,000            94,000                 0

印刷費           752,000           752,000                 0

水道光熱費           940,000           940,000                 0

家賃         9,118,000         9,118,000                 0

リース料         2,162,000         2,162,000                 0

租税公課         6,254,000         5,854,000           400,000

支払手数料         1,598,000         1,598,000                 0

雑費           376,000           376,000                 0

管理費        23,142,000[ ]        20,200,000[ ]         2,942,000[ ]

給料手当         3,570,000         3,600,000 △         30,000

雑給           258,000           300,000 △         42,000

賞与引当金繰入         7,400,000         4,700,000         2,700,000

退職給付引当金繰入           324,000           324,000                 0
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科 目 予算額 前年度予算額 増 減

法定福利費           678,000           696,000 △         18,000

福利厚生費            66,000            72,000 △          6,000

役員会運営費         3,750,000         3,370,000           380,000

渉外費           150,000           150,000                 0

旅費交通費           126,000           138,000 △         12,000

通信運搬費            36,000            48,000 △         12,000

減価償却費            36,000            66,000 △         30,000

消耗品費            72,000            60,000            12,000

新聞図書費             6,000             6,000                 0

印刷費            48,000            48,000                 0

水道光熱費            60,000            60,000                 0

家賃           582,000           582,000                 0

リース料           138,000           138,000                 0

租税公課           316,000           316,000                 0

支払手数料         5,502,000         5,502,000                 0

雑費            24,000            24,000                 0

経常費用計       275,940,000       276,380,000 △        440,000

評価損益等調整前当期経常増減額 △     14,690,000 △     18,360,000         3,670,000

評価損益等計                 0                 0                 0

当期経常増減額 △     14,690,000 △     18,360,000         3,670,000

２．経常外増減の部

(1) 経常外収益

経常外収益計                 0                 0                 0

(2) 経常外費用

経常外費用計                 0                 0                 0

当期経常外増減額                 0                 0                 0

税引前当期一般正味財産増減額 △     14,690,000 △     18,360,000         3,670,000

法人税、住民税及び事業税         5,140,000[ ]         4,640,000[ ]           500,000[ ]

当期一般正味財産増減額 △     19,830,000 △     23,000,000         3,170,000

一般正味財産期首残高       534,571,278       557,571,278 △     23,000,000

一般正味財産期末残高       514,741,278       534,571,278 △     19,830,000

Ⅱ  指定正味財産増減の部

当期指定正味財産増減額                 0                 0                 0

指定正味財産期首残高        30,000,000        30,000,000                 0

指定正味財産期末残高        30,000,000        30,000,000                 0

Ⅲ  正味財産期末残高       544,741,278       564,571,278 △     19,830,000
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収支予算書内訳表
令和 7年 4月 1日から令和 8年 3月31日まで

一般財団法人 職業教育・キャリア教育財団 （単位：円）

科        目
実施事業等会計

研修研究事業 認定表彰事業

その他会計

検定事業 保険事業 出版・広報事業 法人会計 内部取引消去 合計

Ⅰ  一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

(1) 経常収益

基本財産運用益                 0[ ]                 0[ ]                 0[ ]                 0[ ]                 0[ ]            10,000[ ]                 0[ ]            10,000[ ]

基本財産受取利息                 0                 0                 0                 0                 0            10,000                 0            10,000

事業収益         9,760,000[ ]         6,510,000[ ]       155,070,000[ ]                 0[ ]         4,020,000[ ]                 0[ ]                 0[ ]       175,360,000[ ]

受取研修受講料等         9,760,000                 0                 0                 0                 0                 0                 0         9,760,000

受取認定料                 0         6,510,000                 0                 0                 0                 0                 0         6,510,000

Ｊ検受取受験料                 0                 0        85,120,000                 0                 0                 0                 0        85,120,000

Ｂ検受取受験料                 0                 0        69,950,000                 0                 0                 0                 0        69,950,000

受取キャリア教育事業                 0                 0                 0                 0         4,020,000                 0                 0         4,020,000

受取補助金等         8,380,000[ ]                 0[ ]                 0[ ]                 0[ ]                 0[ ]                 0[ ]                 0[ ]         8,380,000[ ]

受取国庫補助金         8,380,000                 0                 0                 0                 0                 0                 0         8,380,000

受取寄付金                 0[ ]                 0[ ]                 0[ ]                 0[ ]        15,820,000[ ]                 0[ ]                 0[ ]        15,820,000[ ]

受取総覧配布協力金                 0                 0                 0                 0        15,820,000                 0                 0        15,820,000

受取事務手数料                 0[ ]                 0[ ]         8,250,000[ ]        32,610,000[ ]                 0[ ]                 0[ ]                 0[ ]        40,860,000[ ]

受取保険事務手数料                 0                 0                 0        32,610,000                 0                 0                 0        32,610,000

Ｊ検受取事務手数料                 0                 0         1,250,000                 0                 0                 0                 0         1,250,000

Ｂ検受取事務手数料                 0                 0         7,000,000                 0                 0                 0                 0         7,000,000

受取広告料                 0[ ]                 0[ ]        12,850,000[ ]           860,000[ ]                 0[ ]           100,000[ ]                 0[ ]        13,810,000[ ]

受取広告料                 0                 0                 0           860,000                 0           100,000                 0           960,000

Ｊ検受取広告料                 0                 0         7,500,000                 0                 0                 0                 0         7,500,000

Ｂ検受取広告料                 0                 0         5,350,000                 0                 0                 0                 0         5,350,000

雑収益                 0[ ]                 0[ ]                 0[ ]                 0[ ]                 0[ ]         7,010,000[ ]                 0[ ]         7,010,000[ ]

賞与引当金戻入額                 0                 0                 0                 0                 0         7,000,000                 0         7,000,000

受取利息                 0                 0                 0                 0                 0            10,000                 0            10,000

経常収益計        18,140,000         6,510,000       176,170,000        33,470,000        19,840,000         7,120,000                 0       261,250,000

(2) 経常費用

事業費        56,294,000[ ]        10,308,000[ ]       149,456,000[ ]        19,742,000[ ]        16,998,000[ ]                 0[ ]                 0[ ]       252,798,000[ ]

会議運営費           350,000                 0                 0           180,000                 0                 0                 0           530,000

研修研究費        17,680,000                 0                 0                 0                 0                 0                 0        17,680,000

調査広報活動費           210,000                 0                 0           140,000                 0                 0                 0           350,000

認定費                 0           950,000                 0                 0                 0                 0                 0           950,000

Ｊ検試験運営費                 0                 0        45,220,000                 0                 0                 0                 0        45,220,000

Ｊ検普及広報費                 0                 0         8,520,000                 0                 0                 0                 0         8,520,000

Ｂ検試験運営費                 0                 0        42,730,000                 0                 0                 0                 0        42,730,000

Ｂ検普及広報費                 0                 0         9,730,000                 0                 0                 0                 0         9,730,000

教材事業費                 0                 0                 0                 0         2,060,000                 0                 0         2,060,000

総覧発行費                 0                 0                 0                 0        10,350,000                 0                 0        10,350,000

保険事務委託費                 0                 0                 0        12,450,000                 0                 0                 0        12,450,000

給料手当        22,015,000         5,355,000        22,610,000         3,570,000         2,380,000                 0                 0        55,930,000

雑給         1,591,000           387,000         1,634,000           258,000           172,000                 0                 0         4,042,000

退職給付引当金繰入         1,998,000           486,000         2,052,000           324,000           216,000                 0                 0         5,076,000

法定福利費         4,181,000         1,017,000         4,294,000           678,000           452,000                 0                 0        10,622,000

福利厚生費           407,000            99,000           418,000            66,000            44,000                 0                 0         1,034,000

旅費交通費           777,000           189,000           798,000           126,000            84,000                 0                 0         1,974,000

通信運搬費           222,000            54,000           228,000            36,000            24,000                 0                 0           564,000

減価償却費           222,000            54,000           228,000            36,000            24,000                 0                 0           564,000

消耗品費           444,000           108,000           456,000            72,000            48,000                 0                 0         1,128,000

新聞図書費            37,000             9,000            38,000             6,000             4,000                 0                 0            94,000

印刷費           296,000            72,000           304,000            48,000            32,000                 0                 0           752,000

水道光熱費           370,000            90,000           380,000            60,000            40,000                 0                 0           940,000

家賃         3,589,000           873,000         3,686,000           582,000           388,000                 0                 0         9,118,000

リース料           851,000           207,000           874,000           138,000            92,000                 0                 0         2,162,000

租税公課           277,000           169,000         4,458,000           846,000           504,000                 0                 0         6,254,000

支払手数料           629,000           153,000           646,000           102,000            68,000                 0                 0         1,598,000

雑費           148,000            36,000           152,000            24,000            16,000                 0                 0           376,000

管理費                 0[ ]                 0[ ]                 0[ ]                 0[ ]                 0[ ]        23,142,000[ ]                 0[ ]        23,142,000[ ]

給料手当                 0                 0                 0                 0                 0         3,570,000                 0         3,570,000

雑給                 0                 0                 0                 0                 0           258,000                 0           258,000

賞与引当金繰入                 0                 0                 0                 0                 0         7,400,000                 0         7,400,000

退職給付引当金繰入                 0                 0                 0                 0                 0           324,000                 0           324,000

法定福利費                 0                 0                 0                 0                 0           678,000                 0           678,000

福利厚生費                 0                 0                 0                 0                 0            66,000                 0            66,000

役員会運営費                 0                 0                 0                 0                 0         3,750,000                 0         3,750,000

渉外費                 0                 0                 0                 0                 0           150,000                 0           150,000

旅費交通費                 0                 0                 0                 0                 0           126,000                 0           126,000

通信運搬費                 0                 0                 0                 0                 0            36,000                 0            36,000

減価償却費                 0                 0                 0                 0                 0            36,000                 0            36,000

消耗品費                 0                 0                 0                 0                 0            72,000                 0            72,000

新聞図書費                 0                 0                 0                 0                 0             6,000                 0             6,000

印刷費                 0                 0                 0                 0                 0            48,000                 0            48,000

水道光熱費                 0                 0                 0                 0                 0            60,000                 0            60,000

家賃                 0                 0                 0                 0                 0           582,000                 0           582,000

リース料                 0                 0                 0                 0                 0           138,000                 0           138,000

租税公課                 0                 0                 0                 0                 0           316,000                 0           316,000

支払手数料                 0                 0                 0                 0                 0         5,502,000                 0         5,502,000

雑費                 0                 0                 0                 0                 0            24,000                 0            24,000

経常費用計        56,294,000        10,308,000       149,456,000        19,742,000        16,998,000        23,142,000                 0       275,940,000

評価損益等調整前当期経常増減額 △     38,154,000 △      3,798,000        26,714,000        13,728,000         2,842,000 △     16,022,000                 0 △     14,690,000

評価損益等計                 0                 0                 0                 0                 0                 0                 0                 0

当期経常増減額 △     38,154,000 △      3,798,000        26,714,000        13,728,000         2,842,000 △     16,022,000                 0 △     14,690,000

２．経常外増減の部

(1) 経常外収益

経常外収益計                 0                 0                 0                 0                 0                 0                 0                 0

(2) 経常外費用

経常外費用計                 0                 0                 0                 0                 0                 0                 0                 0

当期経常外増減額                 0                 0                 0                 0                 0                 0                 0                 0

他会計振替前当期一般正味財産増減額 △     38,154,000 △      3,798,000        26,714,000        13,728,000         2,842,000 △     16,022,000                 0 △     14,690,000

税引前当期一般正味財産増減額 △     38,154,000 △      3,798,000        26,714,000        13,728,000         2,842,000 △     16,022,000                 0 △     14,690,000

法人税、住民税及び事業税                 0[ ]                 0[ ]         3,150,000[ ]         1,850,000[ ]           130,000[ ]            10,000[ ]                 0[ ]         5,140,000[ ]

当期一般正味財産増減額 △     38,154,000 △      3,798,000        23,564,000        11,878,000         2,712,000 △     16,032,000                 0 △     19,830,000

一般正味財産期首残高                 0                 0                 0                 0                 0                 0       534,571,278       534,571,278

一般正味財産期末残高 △     38,154,000 △      3,798,000        23,564,000        11,878,000         2,712,000 △     16,032,000       534,571,278       514,741,278

Ⅱ  指定正味財産増減の部

当期指定正味財産増減額                 0                 0                 0                 0                 0                 0                 0                 0

指定正味財産期首残高                 0                 0                 0                 0                 0                 0        30,000,000        30,000,000

指定正味財産期末残高                 0                 0                 0                 0                 0                 0        30,000,000        30,000,000

Ⅲ  正味財産期末残高 △     38,154,000 △      3,798,000        23,564,000        11,878,000         2,712,000 △     16,032,000       564,571,278       544,741,278
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収支予算書
令和 7年 4月 1日から令和 8年 3月31日まで

一般財団法人 職業教育・キャリア教育財団 研修研究事業

実施事業等会計 （単位：円）

科 目 予算額 前年度予算額 増 減

Ⅰ  一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

(1) 経常収益

事業収益         9,760,000[ ]         9,520,000[ ]           240,000[ ]

受取研修受講料等         9,760,000         9,520,000           240,000

受取補助金等         8,380,000[ ]         8,380,000[ ]                 0[ ]

受取国庫補助金         8,380,000         8,380,000                 0

経常収益計        18,140,000        17,900,000           240,000

(2) 経常費用

事業費        56,294,000[ ]        57,145,000[ ] △        851,000[ ]

会議運営費           350,000           350,000                 0

研修研究費        17,680,000        17,630,000            50,000

調査広報活動費           210,000           270,000 △         60,000

給料手当        22,015,000        22,200,000 △        185,000

雑給         1,591,000         1,850,000 △        259,000

退職給付引当金繰入         1,998,000         1,998,000                 0

法定福利費         4,181,000         4,292,000 △        111,000

福利厚生費           407,000           444,000 △         37,000

旅費交通費           777,000           851,000 △         74,000

通信運搬費           222,000           296,000 △         74,000

減価償却費           222,000           407,000 △        185,000

消耗品費           444,000           370,000            74,000

新聞図書費            37,000            37,000                 0

印刷費           296,000           296,000                 0

水道光熱費           370,000           370,000                 0

家賃         3,589,000         3,589,000                 0

リース料           851,000           851,000                 0

租税公課           277,000           267,000            10,000

支払手数料           629,000           629,000                 0

雑費           148,000           148,000                 0

経常費用計        56,294,000        57,145,000 △        851,000

評価損益等調整前当期経常増減額 △     38,154,000 △     39,245,000         1,091,000

評価損益等計                 0                 0                 0

当期経常増減額 △     38,154,000 △     39,245,000         1,091,000

２．経常外増減の部

(1) 経常外収益

経常外収益計                 0                 0                 0

(2) 経常外費用

経常外費用計                 0                 0                 0

当期経常外増減額                 0                 0                 0

当期一般正味財産増減額 △     38,154,000 △     39,245,000         1,091,000

一般正味財産期首残高                 0                 0                 0

一般正味財産期末残高 △     38,154,000 △     39,245,000         1,091,000

Ⅱ  指定正味財産増減の部

当期指定正味財産増減額                 0                 0                 0

指定正味財産期首残高                 0                 0                 0

指定正味財産期末残高                 0                 0                 0

Ⅲ  正味財産期末残高 △     38,154,000 △     39,245,000         1,091,000
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収支予算書
令和 7年 4月 1日から令和 8年 3月31日まで

一般財団法人 職業教育・キャリア教育財団 認定表彰事業

実施事業等会計 （単位：円）

科 目 予算額 前年度予算額 増 減

Ⅰ  一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

(1) 経常収益

事業収益         6,510,000[ ]         6,060,000[ ]           450,000[ ]

受取認定料         6,510,000         6,060,000           450,000

経常収益計         6,510,000         6,060,000           450,000

(2) 経常費用

事業費        10,308,000[ ]        10,505,000[ ] △        197,000[ ]

認定費           950,000           960,000 △         10,000

給料手当         5,355,000         5,400,000 △         45,000

雑給           387,000           450,000 △         63,000

退職給付引当金繰入           486,000           486,000                 0

法定福利費         1,017,000         1,044,000 △         27,000

福利厚生費            99,000           108,000 △          9,000

旅費交通費           189,000           207,000 △         18,000

通信運搬費            54,000            72,000 △         18,000

減価償却費            54,000            99,000 △         45,000

消耗品費           108,000            90,000            18,000

新聞図書費             9,000             9,000                 0

印刷費            72,000            72,000                 0

水道光熱費            90,000            90,000                 0

家賃           873,000           873,000                 0

リース料           207,000           207,000                 0

租税公課           169,000           149,000            20,000

支払手数料           153,000           153,000                 0

雑費            36,000            36,000                 0

経常費用計        10,308,000        10,505,000 △        197,000

評価損益等調整前当期経常増減額 △      3,798,000 △      4,445,000           647,000

評価損益等計                 0                 0                 0

当期経常増減額 △      3,798,000 △      4,445,000           647,000

２．経常外増減の部

(1) 経常外収益

経常外収益計                 0                 0                 0

(2) 経常外費用

経常外費用計                 0                 0                 0

当期経常外増減額                 0                 0                 0

当期一般正味財産増減額 △      3,798,000 △      4,445,000           647,000

一般正味財産期首残高                 0                 0                 0

一般正味財産期末残高 △      3,798,000 △      4,445,000           647,000

Ⅱ  指定正味財産増減の部

当期指定正味財産増減額                 0                 0                 0

指定正味財産期首残高                 0                 0                 0

指定正味財産期末残高                 0                 0                 0

Ⅲ  正味財産期末残高 △      3,798,000 △      4,445,000           647,000
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収支予算書
令和 7年 4月 1日から令和 8年 3月31日まで

一般財団法人 職業教育・キャリア教育財団 検定事業

その他会計 （単位：円）

科 目 予算額 前年度予算額 増 減

Ⅰ  一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

(1) 経常収益

事業収益       155,070,000[ ]       157,170,000[ ] △      2,100,000[ ]

Ｊ検受取受験料        85,120,000        78,220,000         6,900,000

Ｂ検受取受験料        69,950,000        78,950,000 △      9,000,000

受取事務手数料         8,250,000[ ]         9,220,000[ ] △        970,000[ ]

Ｊ検受取事務手数料         1,250,000         1,220,000            30,000

Ｂ検受取事務手数料         7,000,000         8,000,000 △      1,000,000

受取広告料        12,850,000[ ]        12,350,000[ ]           500,000[ ]

Ｊ検受取広告料         7,500,000         7,000,000           500,000

Ｂ検受取広告料         5,350,000         5,350,000                 0

経常収益計       176,170,000       178,740,000 △      2,570,000

(2) 経常費用

事業費       149,456,000[ ]       153,950,000[ ] △      4,494,000[ ]

Ｊ検試験運営費        45,220,000        46,090,000 △        870,000

Ｊ検普及広報費         8,520,000         8,730,000 △        210,000

Ｂ検試験運営費        42,730,000        45,270,000 △      2,540,000

Ｂ検普及広報費         9,730,000         9,950,000 △        220,000

給料手当        22,610,000        22,800,000 △        190,000

雑給         1,634,000         1,900,000 △        266,000

退職給付引当金繰入         2,052,000         2,052,000                 0

法定福利費         4,294,000         4,408,000 △        114,000

福利厚生費           418,000           456,000 △         38,000

旅費交通費           798,000           874,000 △         76,000

通信運搬費           228,000           304,000 △         76,000

減価償却費           228,000           418,000 △        190,000

消耗品費           456,000           380,000            76,000

新聞図書費            38,000            38,000                 0

印刷費           304,000           304,000                 0

水道光熱費           380,000           380,000                 0

家賃         3,686,000         3,686,000                 0

リース料           874,000           874,000                 0

租税公課         4,458,000         4,238,000           220,000

支払手数料           646,000           646,000                 0

雑費           152,000           152,000                 0

経常費用計       149,456,000       153,950,000 △      4,494,000

評価損益等調整前当期経常増減額        26,714,000        24,790,000         1,924,000

評価損益等計                 0                 0                 0

当期経常増減額        26,714,000        24,790,000         1,924,000

２．経常外増減の部

(1) 経常外収益

経常外収益計                 0                 0                 0

(2) 経常外費用

経常外費用計                 0                 0                 0

当期経常外増減額                 0                 0                 0

税引前当期一般正味財産増減額        26,714,000        24,790,000         1,924,000

法人税、住民税及び事業税         3,150,000[ ]         3,080,000[ ]            70,000[ ]

当期一般正味財産増減額        23,564,000        21,710,000         1,854,000

一般正味財産期首残高                 0                 0                 0

一般正味財産期末残高        23,564,000        21,710,000         1,854,000

Ⅱ  指定正味財産増減の部

当期指定正味財産増減額                 0                 0                 0

指定正味財産期首残高                 0                 0                 0

指定正味財産期末残高                 0                 0                 0

Ⅲ  正味財産期末残高        23,564,000        21,710,000         1,854,000
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収支予算書
令和 7年 4月 1日から令和 8年 3月31日まで

一般財団法人 職業教育・キャリア教育財団 保険事業

その他会計 （単位：円）

科 目 予算額 前年度予算額 増 減

Ⅰ  一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

(1) 経常収益

受取事務手数料        32,610,000[ ]        33,190,000[ ] △        580,000[ ]

受取保険事務手数料        32,610,000        33,190,000 △        580,000

受取広告料           860,000[ ]           860,000[ ]                 0[ ]

受取広告料           860,000           860,000                 0

経常収益計        33,470,000        34,050,000 △        580,000

(2) 経常費用

事業費        19,742,000[ ]        20,610,000[ ] △        868,000[ ]

会議運営費           180,000           250,000 △         70,000

調査広報活動費           140,000           140,000                 0

保険事務委託費        12,450,000        13,150,000 △        700,000

給料手当         3,570,000         3,600,000 △         30,000

雑給           258,000           300,000 △         42,000

退職給付引当金繰入           324,000           324,000                 0

法定福利費           678,000           696,000 △         18,000

福利厚生費            66,000            72,000 △          6,000

旅費交通費           126,000           138,000 △         12,000

通信運搬費            36,000            48,000 △         12,000

減価償却費            36,000            66,000 △         30,000

消耗品費            72,000            60,000            12,000

新聞図書費             6,000             6,000                 0

印刷費            48,000            48,000                 0

水道光熱費            60,000            60,000                 0

家賃           582,000           582,000                 0

リース料           138,000           138,000                 0

租税公課           846,000           806,000            40,000

支払手数料           102,000           102,000                 0

雑費            24,000            24,000                 0

経常費用計        19,742,000        20,610,000 △        868,000

評価損益等調整前当期経常増減額        13,728,000        13,440,000           288,000

評価損益等計                 0                 0                 0

当期経常増減額        13,728,000        13,440,000           288,000

２．経常外増減の部

(1) 経常外収益

経常外収益計                 0                 0                 0

(2) 経常外費用

経常外費用計                 0                 0                 0

当期経常外増減額                 0                 0                 0

税引前当期一般正味財産増減額        13,728,000        13,440,000           288,000

法人税、住民税及び事業税         1,850,000[ ]         1,520,000[ ]           330,000[ ]

当期一般正味財産増減額        11,878,000        11,920,000 △         42,000

一般正味財産期首残高                 0                 0                 0

一般正味財産期末残高        11,878,000        11,920,000 △         42,000

Ⅱ  指定正味財産増減の部

当期指定正味財産増減額                 0                 0                 0

指定正味財産期首残高                 0                 0                 0

指定正味財産期末残高                 0                 0                 0

Ⅲ  正味財産期末残高        11,878,000        11,920,000 △         42,000
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収支予算書
令和 7年 4月 1日から令和 8年 3月31日まで

一般財団法人 職業教育・キャリア教育財団 出版・広報事業

その他会計 （単位：円）

科 目 予算額 前年度予算額 増 減

Ⅰ  一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

(1) 経常収益

事業収益         4,020,000[ ]           100,000[ ]         3,920,000[ ]

受取キャリア教育事業         4,020,000           100,000         3,920,000

受取寄付金        15,820,000[ ]        16,650,000[ ] △        830,000[ ]

受取総覧配布協力金        15,820,000        16,650,000 △        830,000

経常収益計        19,840,000        16,750,000         3,090,000

(2) 経常費用

事業費        16,998,000[ ]        13,970,000[ ]         3,028,000[ ]

教材事業費         2,060,000           100,000         1,960,000

総覧発行費        10,350,000         9,300,000         1,050,000

給料手当         2,380,000         2,400,000 △         20,000

雑給           172,000           200,000 △         28,000

退職給付引当金繰入           216,000           216,000                 0

法定福利費           452,000           464,000 △         12,000

福利厚生費            44,000            48,000 △          4,000

旅費交通費            84,000            92,000 △          8,000

通信運搬費            24,000            32,000 △          8,000

減価償却費            24,000            44,000 △         20,000

消耗品費            48,000            40,000             8,000

新聞図書費             4,000             4,000                 0

印刷費            32,000            32,000                 0

水道光熱費            40,000            40,000                 0

家賃           388,000           388,000                 0

リース料            92,000            92,000                 0

租税公課           504,000           394,000           110,000

支払手数料            68,000            68,000                 0

雑費            16,000            16,000                 0

経常費用計        16,998,000        13,970,000         3,028,000

評価損益等調整前当期経常増減額         2,842,000         2,780,000            62,000

評価損益等計                 0                 0                 0

当期経常増減額         2,842,000         2,780,000            62,000

２．経常外増減の部

(1) 経常外収益

経常外収益計                 0                 0                 0

(2) 経常外費用

経常外費用計                 0                 0                 0

当期経常外増減額                 0                 0                 0

税引前当期一般正味財産増減額         2,842,000         2,780,000            62,000

法人税、住民税及び事業税           130,000[ ]            30,000[ ]           100,000[ ]

当期一般正味財産増減額         2,712,000         2,750,000 △         38,000

一般正味財産期首残高                 0                 0                 0

一般正味財産期末残高         2,712,000         2,750,000 △         38,000

Ⅱ  指定正味財産増減の部

当期指定正味財産増減額                 0                 0                 0

指定正味財産期首残高                 0                 0                 0

指定正味財産期末残高                 0                 0                 0

Ⅲ  正味財産期末残高         2,712,000         2,750,000 △         38,000
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収支予算書
令和 7年 4月 1日から令和 8年 3月31日まで

一般財団法人 職業教育・キャリア教育財団

法人会計 （単位：円）

科 目 予算額 前年度予算額 増 減

Ⅰ  一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

(1) 経常収益

基本財産運用益            10,000[ ]            10,000[ ]                 0[ ]

基本財産受取利息            10,000            10,000                 0

受取広告料           100,000[ ]           100,000[ ]                 0[ ]

受取広告料           100,000           100,000                 0

雑収益         7,010,000[ ]         4,410,000[ ]         2,600,000[ ]

賞与引当金戻入額         7,000,000         4,400,000         2,600,000

受取利息            10,000            10,000                 0

経常収益計         7,120,000         4,520,000         2,600,000

(2) 経常費用

管理費        23,142,000[ ]        20,200,000[ ]         2,942,000[ ]

給料手当         3,570,000         3,600,000 △         30,000

雑給           258,000           300,000 △         42,000

賞与引当金繰入         7,400,000         4,700,000         2,700,000

退職給付引当金繰入           324,000           324,000                 0

法定福利費           678,000           696,000 △         18,000

福利厚生費            66,000            72,000 △          6,000

役員会運営費         3,750,000         3,370,000           380,000

渉外費           150,000           150,000                 0

旅費交通費           126,000           138,000 △         12,000

通信運搬費            36,000            48,000 △         12,000

減価償却費            36,000            66,000 △         30,000

消耗品費            72,000            60,000            12,000

新聞図書費             6,000             6,000                 0

印刷費            48,000            48,000                 0

水道光熱費            60,000            60,000                 0

家賃           582,000           582,000                 0

リース料           138,000           138,000                 0

租税公課           316,000           316,000                 0

支払手数料         5,502,000         5,502,000                 0

雑費            24,000            24,000                 0

経常費用計        23,142,000        20,200,000         2,942,000

評価損益等調整前当期経常増減額 △     16,022,000 △     15,680,000 △        342,000

評価損益等計                 0                 0                 0

当期経常増減額 △     16,022,000 △     15,680,000 △        342,000

２．経常外増減の部

(1) 経常外収益

経常外収益計                 0                 0                 0

(2) 経常外費用

経常外費用計                 0                 0                 0

当期経常外増減額                 0                 0                 0

税引前当期一般正味財産増減額 △     16,022,000 △     15,680,000 △        342,000

法人税、住民税及び事業税            10,000[ ]            10,000[ ]                 0[ ]

当期一般正味財産増減額 △     16,032,000 △     15,690,000 △        342,000

一般正味財産期首残高                 0                 0                 0

一般正味財産期末残高 △     16,032,000 △     15,690,000 △        342,000

Ⅱ  指定正味財産増減の部

当期指定正味財産増減額                 0                 0                 0

指定正味財産期首残高                 0                 0                 0

指定正味財産期末残高                 0                 0                 0

Ⅲ  正味財産期末残高 △     16,032,000 △     15,690,000 △        342,000
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